H第７分科会「多文化共生」


趣　旨

　海外と交流することだけが「国際化」ではないはずです。私たちの街の中には歴史的背景を背負った多くの朝鮮半島・中国出身者が生活してきており、また80年代以降はアジア・南米からの滞日労働者やその家族が増加しています。人口比で見ても、日本に居住する外国人は総人口の１％を超えました。
　日本の社会は外国人居住者の状況にきちんと対応することが少なく、かれらの政治的権利や福祉的施策は、国際的観点から多くの問題を残しています。これに対して政治的行政的な前進を訴えていくことはもちろん必要ですが、地域社会からの市民一人ひとりの理解や支援も欠かすことができないでしょう。
　私たちの地域のなかに隣人として住んでいる「外国人」をほんとうに隣人として受けとめること、つまり国籍・出自・性別・年齢を問わず誰もが人としての権利を守られる社会を築くこと、そして多様な文化背景をもつ人々が学びあい、相互に支えあう関係をひらくことこそ、「地域の国際化」の第一の意味であるはずです。今年度はまずその視点に立つことから、＜国際化とまちづくり＞を展望します。

■事例報告
●小野政美／エルクラノの会事務局、春日井市小学校教員。
●都築くるみ／愛知学泉大学コミュニティ政策学部教員
●杉本正次／名古屋ＮＧＯセンタ－事務局、名古屋市小学校教員

●金宣吉（KIM Son Gil）／神戸アジアタウン推進協議会

· 司会

●穂坂光彦／日本福祉大学経営開発学科教授

■タイムテーブル
13:30-15:30   事例の報告と質疑応答
15:30-15:50   ブレーク
15:50-16:50   討論
16:50-17:00   まとめ

穂坂光彦：はじめに

当分科会は「まちづくりと国際化」をテーマに設定されたのであるが、これには（１）海外（とくにアジア）の都市住民との街づくりをめぐる市民交流の中で、私たちの地域の街づくりについて学び直すことと、（２）私たちの地域の中の多文化の存在について、その課題と可能性をきちんと理解し、すべての住民の人権をまもる街づくりを進めること、の二つの主要課題があるのではないか。そのうち今年度は後者に焦点を絞り、その視点から「地域の国際化」の意味を考えたい。
小野政美

「少年たちに現れた外国人・野宿生活者襲撃の心」

　97年10月に小牧市の路上で、全く罪のない日系ブラジル人少年エルクラノ君が、日本人少年グループにいきなり暴行され殺されました。その背景には、私たちの社会に根ざした外国人への差別や偏見が横たわっているのではないでしょうか。それは、各地で頻発するやはり少年たちによる野宿労働者への暴行と、根を同じくするのではないでしょうか。事件後に市民有志により設立された「エルクラノの会」が目指すものは？
（１）この地域で殺されたエルクラノ君
　1997年10月、愛知県小牧市で、全く罪のない日系ブラジル人少年エルクラノ君が、日本人少年グループに暴行され、殺された。事の発端は、小牧市内に住むある日本人少年（当時19歳）が友人とドライブ中に、車を外国人風の少年にゴルフクラブなどで傷つけられ、外国人少年に憤ったことに始まった。少年は仕返しをしようと友人らに相談した結果、携帯電話で仲間を集め、金属バットや鉄パイプなどの凶器を準備して小牧駅に向かった。彼らは小牧駅で談笑していた日系ブラジル人少年4人を襲い、そのうちエルクラノ君だけを公園に連れて行き、暴行した。携帯電話で呼び出された少年たちも加勢し、20～30人もの
数に上ったという。エルクラノ君は体中傷つき、外傷性ショックで3日後に息を引き取った。しかし、実際、エルクラノ君は日本人少年の車を傷つけた外国人風の少年とは全く関係がなかったのである。

（２）事件の背景
　なぜ、このような事件が起こったのか。それは、日本社会における外国人への根深い偏見と差別意識が少年たちの行動に投影されたからである。教育の場では、異文化にきちんと向き合うことが、つまり「同化」でなく、他者のアイデンティティを尊重することが、なされていない。しかも現代日本人の偏見と差別意識は外国人のみに向けられているのではない。野宿労働者など、社会的弱者、自分たちより立場の弱いものへと向かっている。野宿生活者を公園の利用に邪魔だからという理由で強制排除する行政のありようが、少年たちの心に影を投げかけているのである。
　今、事件から1年が経ち、早くも事件は忘れ去られようとしている。しかし、私たちの社会のあり方を問いかけるこの事件を忘れてはならない。
都築くるみ

「日系ブラジル人家族の集住と地域自治会の受け入れ」

　愛知県豊田市や豊橋市では、日系ブラジル人労働者とその家族が急速に増加し異文化コミュニティを形成しています。それに対して既存の住民・自治会はどのように受け入れを図ってきたか。豊橋の県営住宅での比較調査をもとに、地域における異文化共生の難しさと可能性を探ります。
（１）地域差が大きいブラジル人住民への対応
　90年の外国人登録法改正により、主としてブラジル・ペルーを中心とした日系2世・３世が大量に出稼ぎ目的で来日し、長期滞在化傾向が顕著になっている。日系ブラジル人の集住地域も各地に生まれているが、地域住民の対応は様々である。地元行政と受入側企業が協議会を作ってブラジル人の雇用と生活を保障してきた群馬県大泉町・太田市や、商工会議所や国際交流協会が日本人住民と日系人の間を取り結ぶ役割を果してきた静岡県浜松市などの例がある一方、愛知県豊田市・豊橋市では行政・企業が日系人問題をほとんど放置してきた結果、特に県営住宅などの集住地域では団地自治会が外国人住民受け入れに
伴うリスクとコストを一手に負担しているという現状にある。

（２）豊橋市の県営住宅における外国人住民の現状
　豊橋市は人口約36万人で、近年は欧州の自動車メーカーの進出があるほか、隣接する田原町にトヨタ工場をはじめ自動車関連企業群が進出している状況にあり、自動車及び関連産業の労働者が増加している。日系ブラジル人とその家族も多数集住していて、日系人の人口比率は2.2%に上る。日系ブラジル人は当初、所属する派遣業者が準備した社宅や民間の借り上げアパートに住んでいたが、家族就労により社宅に入れなくなったり、派遣業者の管理を離れて自由に生活することを希望し、社宅や寮を出て行く人が多くなってきた。その際、県営住宅や市営住宅への入りやすさが口コミで広まり、移動が進んだ。
　ところが、集住化が進む県営住宅では、ゴミ問題、深夜の騒音問題、さらに転居時の敷金・礼金の未払いなど、様々な問題が表面化してきた。自社寮や社宅の場合は、派遣業者が直接、問題解決にあたってきたし、民間アパートなどの場合は大家の目が行き届きやすく、そこから請負業者を介在させた問題解決が可能であった。ところが県営住宅の場合、住民間の問題に関しては自治会の役員に任せられ、それらは県事務所（愛知県住宅供給公社）に申し立てられても、有効な対策は講じられず放置されてきた。

（３）県営住宅自治会の対応についての比較
　以上のように、日系人問題を直接解決する役割を担っているのは、各県営住宅の自治会ということになる。常に日本人サイドが日系人側に注意を促すという一方的な関係ではなく、日系人自身が自治会活動を理解し、積極的に参加するようになることが、現在、表面化している日系人問題の主体的解決への回路になる。そこで市内の県営三団地について、自治会の日系人への対応を調査した。
＜Ｎ団地＞外国人住民による、ゴミ、騒音などの問題があると、自治会側は認識している。また、96年7月に外国人少年による暴力団絡みの傷害致死事件がおき、治安が悪くなったとされる。「ブラジル公園」と呼ばれるほど、ブラジル人の子どもばかりがサッカーをするようになり、日本人の小さい子どもが危なくて遊べなくなったが、注意しない。団地の中で日本人とブラジル人の関係性は非常に薄い。自治会への外国人の参加状況は少なく、組長や役員をしないことが自治会から指摘されている。ゴミの収集・廃品回収については、中国語とポルトガル語で回覧して知らせるので、ゴミ置き場での外国語表示はしない。（むしろ、外国語で表示をすると、団地以外からゴミが捨てられてしまったりする）自治会の対応としては、努力はしているが、「外国人が住んでいないかのような感じ」を求め、「ブラジル人は日本人に同化してほしい」と考えている。
＜Ｏ団地＞自治会によれば、外国人居住によって起る問題は、ゴミの分別、自治会の役員をしない、回覧板を回さない、自治会費を払わない、大掃除、草取りに参加しない、などである。これらに対して、自治会としては何も有効な手だてを取っていない（自治会副会長が回覧板にひらがなのルビをふるなど、個人的な努力はしている）。子ども会の役員などはブラジル人に引き受けてもらうこともあるが、子ども会の内容は「日本の年中行事」をやる、などあくまで日本人側の視点だけに偏ったものになっていて、ブラジル人の文化を尊重する姿勢は見られない。
＜Ｉ団地＞現自治会長になってから、自治会の情報公開を徹底させていて、様々の情報を日本語・ポルトガル語で配布した。その結果、以前見られた駐車場問題などが改善された。さらに、「多国籍交流会」を開き、自治会の要望や役員・組長の仕事などを外国人側に説明すると共に、外国人側の要望も聞く。外国籍住民にも組長・防犯の役員・子ども会の役員などを任せている。その結果、15人の自治会役員のうち、3分の１がブラジル人になっている。ただし、ブラジル人側は人の恨みを買うのを恐れている人も多く、役員となっても名前は表に出さないように、との要望が多い。さらに、一般的に組織で動くのを好まない状況もあるため、ブラジル人だけの組織は出来てはいない。

（４）行政・地域などで明確な役割分担と施策での協力体制を

　外国人住民に対する自治会のありようとしては、同化でも無視でもなく、情報の公開と理解の促進が一つの鍵である。Ｉ団地のように外国人居住者も地域自治の直接の担当者になることで、共同して現実の問題認識を行い、日本の生活様式を十分理解してもらい、それに向けた解決方法を共同で模索していくことが可能になる。また、そのような場を通して外国人居住者の生活上の要望も表に出されやすいため、外国人居住者が住みやすい地域づくりにもつながっていく。ただし、このような日本人と外国人居住者の共同関係を構築するには、個人的なレベルでの信頼関係が不可欠である。パーソナルなネットワークが地
域で構築される場を仕掛け、持続的な関係性を保っていくことが、一つの課題である。
　さらに、豊田市Ｈ団地のように、1万人もの大規模団地に3000人余りの外国人居住者が長期滞在するというような状況では、地域の自治会の問題解決能力に限界がある。そこで今後は、「受け入れ」のコストとリスクをすべて自治会に負わせるのでなく、行政が枠組みを提示して企業にも協力を求める社会的体制が必要である。
杉本正次

滞日労働者の医療保障への道

　98年8月「外国人医療センター」が名古屋に設立されました。医療・保健にかかわる必要な情報を外国人住民に提供し、関連団体のネットワークをもとに外国人医療保障の問題を解決していくことを目指しています。設立に至るまでの検討の経過や今後の展望について議論します。
（１）「外国人医療センター」とは
　98年8月、名古屋に「外国人医療センター」が設立された。センターは医療・保健にかかわる必要な情報を外国人住民に提供し、関連団体のネットワークをもとに外国人医療保障の問題を解決していくことを目指すNGOである。多くのボランティアに支えられながら(a)外国人への休日健康相談（自覚症状があっても医者に行けない人たちなどに相談の場を提供）(b)情報提供（かかりすい医院や外国語の通じる病院の紹介、保険・医療保障制度などの相談）(c)医療セミナーやフォーラム（広く市民向けに、外国人医療の制度や問題、外国人居住者の生活実情などを議論し交流する）(d)調査（外国人の医療・保健
ニーズを把握し、制度や環境について分析）などを行っている。

（２）設立の背景と今後
　近年の外国人労働者とその家族を取り囲む問題は、「出稼ぎ」から「定住化」の傾向のなかで、「オーバースティ」問題（約30万人）、国民健康保険の「未加入」問題、あるいは学校現場での子どもたちの未就学状況等々、生活全般にわたって顕在化している。日本社会のなかで彼（彼女）らが何年も働いているということは税金を払っているということであるにもかかわらず、社会から正当な恩恵を受けていない（社会保障からの排除）。外国人労働者にとっては、病気・怪我は生活や居住の場をいっぺんに失うことを意味し、医療保障は一番切実な問題である。
　その一方で社会問題として表面化するのは、医療機関での外国人受診者の膨大な赤字問題である。例えば愛知県下だけみても、外国人診療費の未払い分が4,400万円（1994年度行政監査報告より）に及ぶことが指摘されている。それらは結果的には税金によって補填されることになる。
　このような問題に対し、名古屋NGOセンターを中心に１年余の検討と準備が続けられた。たとえば、横浜港町診療所や横浜寿生活館などから現行制度の利用とギャップについて学んだり、また民間共済組合（互助タイプ）や民間生保の保障制度で外国人の救済が可能かどうかなどの検討もおこなってきた。結論として、医療保障情報センターとして出発し、月に一度の割合で「無料健康診断」を実施するようになった。これは20－30人のボランティアが関わって、受診者のうち要精密検査の人を地域の医療機関へ紹介するなどしている。広報は、外国人向けのプレスやＦＭを使っての情報活動が中心であるが、毎回の医療相談を同じ場所に定めて分かりやすくし、一方で各地の出張診療も行いたい。行政でも企業でもなくＮＧＯがこうした活動を行うことの意義を生かし、外国人労働者・家族のニーズにあった形にしていきたい。
金宣吉

「多様な文化を地域の資源に」
　神戸では震災後の国籍を越えた助け合いの中から「アジアタウン推進協議会」が生まれました。激甚な被害を受けた長田の街あとに文字どおり多民族が共生する空間を築こうとする「アジアタウン」とは？　それは２１世紀へ向かう私たちのまちづくりへのヒントを与えるものかもしれません。
（１）震災が顕在化させたもの
　震災前から神戸市・長田区は、国内産業構造の転換の影響を受けた製造業の衰退が著しい「産業空洞型のインナエリア」であった。また過密・老朽化の下町地域として、居住者の高齢化・多民族化が進行している「多民族型のインナエリア」でもあった。95年1月の震災は、そのような地域の性格を背景に、「社会的弱者」といわれる高齢者・障害者・外国人居住者の社会的・福祉的なニーズを顕在化させた。つまり、インナシティの「高齢者問題」がそのまま仮設の「孤独死」を生みだし、「外国人問題」が多くの被災ベトナム人の状況（公式の避難所で地域住民と一緒に生活できず、救援・支援の情報のない公園に集まって数カ月も避難生活を送らざるえなかった）を招いたのであった。
　震災直後、情報不足が外国人住民を「災害弱者」にしていった。そのようななかで、草の根運動的に地域の外国人被災者の支援活動がはじまった。例えば、震災後に生まれた「ＦＭヨボセヨ」（韓国語放送）と「ＦＭユーメン」（ベトナム語・フィリピン語放送）、さらに両者が一緒になった「ＦＭわいわい」 （多言語放送）というコミュニティ放送局の開設（96年1月）。一方、地域の復旧・復興の時期に入るなかで、外国人居住者に対する入居差別や、震災前までの職場の倒産、ベトナム人２世の子どもたちの転校問題（言葉の障壁）
など、様々な生活問題が噴出していったのだが、これら外国人居住者の生活問題（居住・就職・進学・転校・独居高齢者問題など）への対応・支援活動をおこなうことを目的に「兵庫県定住外国人生活復興センター」（現・神戸定住外国人支援センター）が発足した。つまり震災後の外国人居住者を取り囲む様々な生活問題とは、実は震災前から彼（彼女）らを取り巻くこの社会のあり方が表面化したものだった。だからこそ、その後の外国人居住者への支援活動は「まちづくり」へと向かっていったのである。

（２）新たなまちづくりの視点
　外国人居住者の支援活動を行ってきた団体・支援者たちは、被災地の再建ビジョンが不透明な中で、まちづくりNPO（「アジアタウン推進協議会」）の可能性を模索するようになる。震災前までの地域社会のなかで、外国人居住者が多いまちということは地域にとってマイナス要因としてしか受けとめられなかった。まちの再生へ向けて、このマイナスイメージをプラスに変えるための発想の転換点が、「アジアタウン構想」というビジョンである。これは「多様な文化を地域資源に」を目的に、長田の地域産業であるケミカルシューズ産業と外国人多住地域としての長田という二重の特性を生かしたまちづくりをめざ
すものである。韓国、ベトナム、インド、フィリピンなど様々な国の多様な文化を生かし、ショップやシューズギャラリーが立ち並び、町中に多言語の標識が置かれ、アジアカラーを生かした緑の景観づくりなどによって集客力を狙ったまちづくりで、外国人居住者と地元住民が「共存・共栄」していける地域の将来図を描こうという試みである。
　「震災後のまちづくり」とひとことでいっても、地域産業の衰退が著しく、高齢化率、生活保護率も高いインナエリアにとって、そのまちづくりに動員できる社会資源がほとんどないのが現状である。外国人居住者の「手を借りて」でもなんとか今の状況を打破したいという思惑が、地元住民の正直なところかもしれない。そうとしても、外国人居住者のまちづくり参加へのシステムを作ることは、とりも直さず、地域社会のなかで外国人居住者が自立して生きていくシステムをつくることを意味する。

（３）「共生」とは
　従来の日本社会において、「地域」に住んでいる「外国人」には社会参加の道が閉ざされてきた。地域社会のなかで「共生」というのは、参加の可能性を開くような「公共圏」を確立することではないか。震災後に長田地区で生まれた外国人支援のNPO活動が被災地のまちづくりに参加するのは、外国人（マイノリティ）の経済的自立へ向けてのシステムづくりの一歩となる。そして、このまちづくりへの参加は、あくまでも、外国人居住者（住民）の支援活動を原点にした取り組みの上になりたっている。外国人居住者の生活相談・就労相談など、手垢がついて「カッコ悪い」活動にせよ、それらの日常的な地道な活動
こそが、すべての原点にある。自分らの子どもたちは「在日４世」になるが、その子どもたちの前に横たわっている「石」をひとつづつどけている活動なのである。当事者の責任ある自己決定を踏まえずに「共生」を語るのは、実は「同化」と一体のものである。
穂坂：まとめ

　以上を受けて約一時間、会場で活発な議論がなされた。異文化集団を「受け入れ」るということが、「負担」としてでなく文化的な「交歓」として考えられていくべきこと；そのためには、「善意」を提供すると発想するのでなく、当事者の自己決定性を守ること；さらにそのためには、在日外国人の歴史的社会的背景を踏まえて、彼（彼女）らが真に自己決定しうるよう制度的社会的障壁を取り除くべく、行政が人権を守る枠組みを講ずるべきこと；最後に、「異文化」を民族その他に単純に還元して固定的に考えるのでなく、文化そのものをプロセスとして、つまり交流しながら変容していくものとして、とらえることの重要性が指摘された。
　「共生のまちづくり」という言葉は、地域福祉の進展やノーマライゼイションが叫ばれるなかで掲げられてきたのだが、マイノリティ・社会的弱者・外国人・障害者など「当事者」とされる側のひとびとが一緒に参加するシステムがあってはじめて意味をもつものである。たとえば「アジアタウン」とは「誰もが自分のふるさと－文化、教育、経済－を誇れる社会」の一表現であり、外国人の当事者能力を活かしながら推進されている。そうした機会をもつことを人権としてとらえ、そのためのプロセスを地域で用意する試みが、少数ながらも、各地で現れてきたのである。これが「共生のまちづくり」の出発点であろう。
第７分科会


「多文化共生のまち：国際化と人権」








